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会計測定におけるキャッシュ ･フロー情報の利用
- FASB1997年概念書公開草案の内容 と論点-
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Ⅰ は じめ に

財務会計基準審議会 (以下 "FASB"と記す)

は1997年6月11日付けで,財務会計概念書公開

草案 『会計測定におけるキャッシュ･フロー情

報の利用』(FASB[1997],以下本文で言及す

るさいには ｢1997年概念書公開草案｣と記す)

を公表した｡本稿の目的は,1997年概念書公開

草案の内容を整理 ･要約するとともに,同公開

草案で示された諸提案と主たる論点について若

干の理論的検討を加えることにある｡ その作業

をつうじて,会計規制の現代的特徴と今後の展

開方向をあらためて考えてみたいと思う｡

なお,以下,本稿では,1997年概念書公開草

案からの引用については,ページ数またはパラ

グラフ番号のみのかっこ書きによって,その出

所を示すことにする｡

Ⅰ1 1997年概念書公開草案の意義と背景

1997年概念書公開草案は,会計規制の現代的

特徴と今後の展開方向を考えるうえで,きわめ

て重要な意義を有している｡ 当然のことながら,

その意義は,同公開草案が公表されるに到った

背景に照らして理解される必要がある｡ そこで,

本題に入るまえに,1997年概念書公開草案の意

義と背景について,必要最低限の整理をしてお

きたいと思う｡

第 1に,最も基本的な事実関係として指摘し

ておく必要があるのは,近年とりわけ1990年以

降のグローバルな会計規制が,実質的にアメリ

カによって主導されてきたということである｡

それは具体的には,国際会計基準委員会 (以下

"IASC"と記す)の会計基準設定活動へのアメ

リカの影響力の浸透 ･拡大をつうじて進められ

てきた｡すなわち,やや図式的な言い方をすれ

ば,アメリカにおける会計規制の新しい動向が

まず IASCの会計基準設定活動に影響をおよ

ぼし,その影響がさらにわが国を含む IASC

加盟国の会計規制に波及するというかたちで,

近年のグローバルな会計規制は展開してきたの

である｡

第2に,本稿でとりあげる1997年概念書公開

草案は,文書それ自体の性格からして,アメリ

カにおける会計規制の最も先端的な方向性を示

唆するものであり,したがって,それは,上記

第 1で指摘した事実関係と相侯って,グローバ

ルな会計規制の今後の展開方向に重要な影響を

およばすことが予想されるということである｡

FASBは ｢相互に関連した目的および基礎

概念の首尾一貫した体系｣(FASB[1976a],p.

2)として ｢概念フレームワーク｣(conceptual

framework for 丘nancial accountlng and

reporting)を設定し,これを会計上の ｢憲法｣

とすることによってその会計基準設定活動を進

めてきた｡こうした会計基準設定方式は一般に

｢概念的アプローチ｣(conceptualapproach)

と呼ばれ,1980年代以降アングロ･サクソン諸

国の会計基準設定機関や IASCによって漸次
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追随的に採用されてきたものである｡

FASBは1974年に概念フレームワーク･プ

ロジェクトを開始 し,第1号から第6号までの

6種類 (実質的には5種類)の財務会計概念書

(以下 "SFAC"と記す)を設定 して,1985年に

当該プロジェクトをひとまず終了した｡1997年

概念書公開草案は,概念フレームワークの形成

に直接かかわるFASBの公式文献としては,

じつに約12年ぶ りに公表されたものである｡ も

し同公開草案が SFAC第7号として成立すれ

ば,FASBが会計上の ｢憲法｣としてきた概

念フレームワークに新たな要素と方向性が付加

されることになる｡その影響は早晩,IASCや

IASC加盟国の会計基準設定活動にも波及する

ことになるであろう｡

なお,付言しておけば,1997年概念書公開草

案にはFASB[1990]や Upton[1996]といっ

た内容上の先行文献があり,同公開草案での諸

提案の多くはこれら先行文献での議論をふまえ

たうえでなされている (pars.3and7)｡ 同公

開草案は,FASBの諸活動のなかで突如公表

された文献では決 してない｡｢会計測定におけ

るキャッシュ･フロー情報の利用｣をめぐる議

論そのものは,FASB内部でかなり早い時期

からなされていたのである｡

第3に,1997年概念書公開草案は,その具体

的な提案内容からして,部分的にせよ,現行の

概念フレームワークに盛られた規制思考に重大

な修正をもたらす可能性を秘めているというこ

とである｡

1997年概念書公開草案は,そのタイトルが示

唆するように,測定問題を主要テーマとしたも

のである｡ 現行の概念フレームワークのうち測

定問題を取 り扱っているのは SFAC第5号で

あるが,それは従来の測定実務を事実上容認し

たものであり,測定問題についての規範的な視

点をほとんど含んでいない (藤井 [1997],第

4章)｡したがって,もし同公開草案が SFAC

第7号として成立すれば,それは測定問題を規

範的に論じたはじめての SFACとなる｡そう

であるだけに,同公開草案には,現行の概念フ

レ-ムワークにはみられない斬新かつ大胆な提

案が多く含まれている｡

測定問題 を真正面か ら規範 的 に論 じた

SFACの設定作業にFASBが着手 した背景に

は,近年のオフバランス取引とりわけデリバ

ティブ取引の急速な発展があったことを忘れて

はならない｡したがって,1997年概念書公開草

案で示された諸提案は,デリバティブの測定を

強く意識したものとなっている｡ 問題は,そう

した諸提案が,デリバティブの測定に限定され

ることなく,資産および負債の測定全般にわた

るものとして位置づけられていることである｡

このような諸提案が既存の会計実務の根底的な

｢変革｣を指向したものであることは,あらた

めて指摘するまでもないことであろう｡以上の

ような新たな試みが概念書公開草案の公表とい

うかたちで公式的に開始されたことで,概念フ

レームワーク･プロジェクトは約12年ぶ りの再

開と同時に,まったく新たな局面を迎えたとい

わなくてほならないであろう｡

ⅠⅠ1 1997年概念書公開草案の内容

(1)1997年概念書公開草案の構成

本節では1997年概念書公開草案の内容につい

て整理 ･要約していく｡まず1997年概念書公開

草案の構成を以下に示しておきたい｡なお,各

見出し冒頭のコー ド番号 (1,2,2.1等)は原

文にはなく,1997年概念書公開草案の構成をわ

かりやすくするために,われわれが便宜的に付

したものである｡

目 次

パラグラフ番号

2会計測定における現在価値----･･･-- 13-48

2.1現在価値と価格---･------ ---17-18

2.2不確実性とリスク-- --･----･-- 19-28

2.2.1資産測定における不確実性およびリスク

2.2.2負債測定における不確実性およびリスク

2.3信頼性
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2.4期待キャッシュ･フロー--- -----33-39

2.5公正価値と実体特殊的価値-･･- ---40-48

3原初測定と新規再測定--･--- --･---･49-56

3.1資産測定における現在価値-- ----49-50

3.2負債測定における現在価値------･51-56

3.2.1貸倒れリスクと負債の測定---･55-56

4現在価値法を用いた会計的配分計算 (利子法)

5本公開草案におけるキャッシュ･フローおよび利

子率概念と他の会計測定におけるそれの比較

5.1追加借入利子率-----･- ---- -･65-67

5.2

5.2.1有効決済利子率------‥--- --71

5.3暗黙の相殺

用語解説

付録A:用語解説

付録B:FASB基準書およびAPB意見書における

現在価値の適用

｢1序｣では1997年概念書公開草案の目的や

対象が明らかにされている｡｢2会計測定にお
ける現在価値｣は,同公開草案の中心的な部分
であり,不確実性およびリスクの会計測定への

反映のさせ方や,期待キャッシュ ･フローの考

え方について説明し,現在価値についての理解

を深めるものとなっている｡｢3原初測定 と新
規再測定｣では,資産および負債の測定に現在

価値法を適用するさいの一般原則が提示されて

いる｡｢4現在価値法を用いた会計的配分計算
(利子法)｣では,現在価値法の適用にさいして

のキャッシュ ･フローおよび利子率等の注意す

べき点が示されている｡｢5本公開草案におけ
るキャッシュ ･フローおよび利子率概念と他の

会計測定におけるそれの比較｣では,従来の会

計プロナウンスメントにおける利子率概念との

比較をつうじて本公開草案における利子率概念

の含意が検討されている｡

次項以下では,以上にみるような1997年概念

書公開草案の構成にそ くして,その内容を整

理 ･要約していきたいと思う｡

3

(2)1997年概念書公開草案の内容の整理 ･要約

1 序

ほとんどの会計測定は,市場で決定された観

察 しうる金額を用いる｡しかし,会計人には,

資産や負債を測定するための基礎として見積将

来キャッシュ ･フローを用いなければならない

こともある｡ ここで問題 となるのは, この

キャッシュ ･フローは ｢現在価値と割引きをお

こなわない合計額のどちらを反映するべきか｣
(par.1)ということである｡ FASBはこれま

で現在価値を用いることにそれほど積極的では

なかったが,近年,現在価値法に関して検討が

おこなわれるようになり,また,他国の基準設

定機関でも同様にこの間題について検討がなさ

れてきた｡

このような背景のもと,同公開草案は,｢将

来キャッシュ ･フローを会計測定の基礎として

用いるためのフレームワークを提示する｣(par.

9) ものであ り,｢とくに将来キャッシュ ･フ

ローの金額または時点,あるいはその両方が不

確実な場合の現在価値の利用に関して一般原則

を提示｣ (par.9a) し,｢『実体特殊的測定』
(entity-specificmeasurement)1)のさいに現在

価値を用いる目的に関して,共通の理解を与え

ようとする｣(par.9b)ものである｡

そのさい,FASBは同概念書における検討

の対象範囲に関する事項として,つぎの2点を

あげている｡ 第 1は,｢1997年概念書公開草案

を測定問題に限定し,認識問題に関しては取 り

扱わない｣(par.10)ということである｡ その

理由は,｢認識および測定が相互に関連 しあっ

ているのは明らかである｣(par.ll)が,｢認識

および測定属性を支配する慣習が同一である必

要はない｣(par.ll)からである｡ 第 2は,同

1) 当該訳語に関しては,経済学の領域において,"丘rm-

specifiC"という用語が ｢企業特殊的｣と訳されているこ

とか ら示唆 を得 ている (青木他 [1996];奥野他

[1997])｡なお,実体特殊的価値は,EdwardsandBell

のいう ｢主観のれん｣(subjectivegoodwlll)(Edwards

andBell[1961],pp.37-38)に通じるものであると思わ

れる｡主観のれんに関しては,さらに,斎藤 [1994],

第2部も参照されたい｡
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公 開草案で は,｢『新規再測定』(fresh-start
measurement)2)が どのような場合に適切であ

るのかについては言及 しない｣(par.12)とい
うことである｡ 同公開草案は,｢ある状況が新
規再測定を必要としているのか,それとも他の

何らかの会計的対応を必要としているのかにつ

いては,〔将来の〕 プロジェク トごとに決定さ

れるべきである｣(par.12)と述べている｡

2 会計測定における現在価値

現在価値法は ｢貨幣の時間価値を測定に組入

れるために用いられる方法｣(par.13)である｡

会計測定において現在価値を用いる目的は,

｢可能な限り見積将来キャッシュ･フロー間の

経済的相違をとらえる｣(par.14)ことである｡

この方法を用いることによって同一にみえる項

目を区別することが可能となり,したがって,

｢見積将来キャッシュ ･フローの現在価値にも

とづ く測定は,キャッシュ ･フローの割引きを

おこなわない合計額よりも目的適合的な情報を

提供するだろう｣(par.15)と述べている｡

そのさい,｢財務報告において目的適合的な
情報を提供するためには,現在価値は資産また

は負債の何らかの観察 しうる測定属性を表わさ

なければならない｣(par.16)｡ 現在価値法を原

初認識時の会計測定または新規再測定に用いる

場合には,｢公正価値の見積や実体特殊的測定

を発展させるため｣(par.16)に用いるのであ

り,FASBは,｢これら2つの測定目的のうち

の 1つをプロジェクトごとに明らかにしたい｣

(par.16)としている｡ 同公開草案は,｢現在価
値測定の共通要素に焦点を当て,これらの要素

が公正価値や実体特殊的価値の見積にどのよう

2) ここで,原初測定と新規再測定の関係についてふれて
おくと,新規再測定は測定時点における期待キャッ
シュ･フローの合計額の現在価値として測定されるので,
原初測定と新規再測定による測定値の間にはまったく関
連がない｡SFAC第 5号においては｢資産および負債
における変動の認識｣として関連する内容がふれられて
おり(SFAC,No.5,pars.88-90),｢現在の価格にもと
づく情報は,それが当該情報に関連するコストを費やし
て妥当と認められるほど十分に適合するものであり,か
つ信頼できるものであり,しかも代替可能な情報よりも
目的適合性が高いならば,認識されなければならない｣
(SFAC,No.5,par.90)とされている｡

第15号 (1998.4)

に用いられているのかを明らかに｣(par.16)

しようとするものである｡

2.1 現在価値と価格

｢資産または負債がキャッシュ ･フローおよ

び観察 しうる価格を契約上確定すれば,約定

キャッシュ ･フローの現在価値 と当該価格とを

等 しくする利子率が存在する｣(par.18)｡ しか

し,資産のキャッシュ･フローについては,

｢その金額または時点,あるいはその両方が,

当初の約定内容から変化する可能性｣(par.18)

がつねにあるため,｢各市場参加者は,市場価

格を受入れるか否かを決定するさいに,期待

キャッシュ ･フローの評価 をみずからおこな

う｣(par.18)のである｡

2.2 不確実性とリスク

1997年概念書公開草案では,｢リスクの高い

資産および負債にたいする市場の行動を可能な

かぎり 〔忠実に〕描写する｣(par.20)ために,

会計測定に不確実性およびリスクを反映させる

ことが提案されている｡ そのうえで,同公開草

案では,現在価値を用いて会計測定をおこなう

場合,見積キャッシュ ･フローに内在する不確

実性およびリスクがどのように反映されるの

かが,資産および負債について検討されてい

る｡

2.2.1 資産測定における不確実性とリスクの

反映

資産測定に不確実性およびリスクを反映させ

るケースを検討するために,貸付けの例が提示

されている (p.22)｡それを整理 ･要約すると,

図表 1のようになる｡

この例では,1,000人のうち108人が債務不履

行に陥るであろうと貸 し手が予測することに

よって,不確実性が調整されている｡ さらに,

当該不確実性を負 うことのリスク ･プレミアム

を30とすることによって,リスクが調整されて

いる｡以上により,

1,000-108-30-862(人)

の貸付けが返済されると想定される｡ そして,

この場合,少なくともリスクのない投資から得

られるはずの利得だけは得られるように,貸し
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図表1 資産測定における不確実性およびリスクの反映
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1.貸し手は1,000ドルを1,000人の借り手に分散投資した○

2.借り手のうち,債務不履行に陥るであろうと貸し手が予測する割合 (人数)ばlo.8% (108人)である○

3.何人が債務不履行に陥るか分からないという不確実性を許容することに対する,貸し手のリスク.

プレミアムは3% (30人)であ

る○4.債務不履行のリスクのない投資の利子率は5%

である○(注) FASB[1997],p.22の図表を整理 ･

要約した｡手は利子率を設定する｡リスクのな

い投資先に投資

した場合,1,000×1.05-1,050

(ドル)が返済されるはずなので,貸し手が設定すべき

利子率は,1,050÷862-1.218-

≒1.22より,22%となる｡ このように,不

確実性およびリスクの調整をおこなうことによっ

て,｢測定値は,債務不履行の可能性がまっ

たくない資産から得られるキャッシュ･インフ

ローの流列よりも小さくなる｣(par.2

1)3)｡2.2.2 負債測定における不確実性およびリス

クの反映負債測定についても,不確実性お

よびリスクの反映について資産測定と同様のこ

とがいえ,とくに支払額が確定していない債務4

)の場合,キャッシュ･アウトフローが予測を

上回るかもしれないという不確実性に実体は直

面するという｡ このような不確実性およびリス

クの調整をおこなうことによって,｢測定値

は,一定のキャッシュ･アウトフローの流列を

有する負債よりも大きくなる｣(par

.21)02.

3 信頼性1997年概念書公開草案は,現在価

値法の信頼性について,たしかに現在価値法は

見積 りを含むぶん不正確で信頼性に欠けるかもし

れないが,割引きをおこなわない見積将来キャ

ッシュ･フ3) 不確実性およびリスクを反映する別の方法

として,輿約で定められた返済すべきキャッシュ･フロ

ーを調整したのち,安全利子率で割引くという方法も紹

介されている (par.26)｡いずれの方法も,不確実性お
よびリスクを反映するという点では同様であり,いずれ

が有効であるかは,契約でキャッシュ･フローの額およ

び時点が確定しているか否かによ

るという｡4) その事例として,保険契約,製品保証,年

金債務があげられている｡ ローの合計額も目的適合性に欠ける

とし,現在価値法か割引きをおこなわない見積

将来キャッシュ･フロー法かのいずれか一方を

推奨するという立場は採っていない｡そこで,19

97年概念書公 開草案 は ｢期待キャッシュ

･フロー｣(expectedcashaows)という概念

を提示 している｡ 期待キャッシュ･フローを利

用することにより,｢割引きをおこなわない測

定よりも十分に信頼性があり,かつ目的適合的

な現在価値測定｣(par.31)をおこなうことができる

という ｡2.4 期待キャッシ

ュ･フローそもそも会計において現在価値法

を用いる場合,伝統的には,単一の見積キャ

ッシュ･フローの流列および単一の利子率が用

いられてきた｡しかし,これは,｢多くの単純

な問題には適切であるが,もっと複雑な測定問

題の分析には不適切である｣(par.33)という

｡ そこで期待値の考え方を取り入れた,期待キ

ャッシュ･フローという概念が提案されている

｡かかる期待キャッシュ･フロー ･アプローチ

は,伝統的アプローチと,次の点で異なるという (par.

35)｡a.期待キャッシュ･フロー ･アプロ

ーチでは,測定において用いた想定を明示的

に述べることが必要である｡ これに対して,

伝統的アプローチでは契約キャッシュ･フロ

ーまたは単一の最善の見積キャッシュ･フロ

ーが用いられ,その他の要因は利子率に暗示

的に反映されていると想定さ

れている｡b.期待キャッシュ･フロー ･アプ

ローチは,単一の最も可能性の高いキャッシ

ュ･フローの代わりに,ありうべきキャッシ

ュ･フローに関するあらゆる期待を用
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図表2 公正価値と実体特殊的価値の比較

公正価値 実体特殊的価

値一般的説明 自発的主体間での経常取引におい 実体の見積将来キャッ

シュ.フて,資産 (または負債)を買う ローに関する同様の

情報および想(または負う)もしくは売る (ま 定を共有する独立

の自発的主体が,たは決済する)ことができる金額

取引に合意する金額想定されているキャッシュ. 資産の使用や負債の決済に関する 実体

が資産や負債の期待耐用年数フロー 市場の期待に基づいて市場が想定

にわたって資産を使用したり負債するもの を決済したりすることから期待し,当該使用または決済における実体

の所有者の技量の役割を反映するものリスクの調整 市場によるキャッシュ.

フローの 実体によるキャッシュ.フローの期待に適用した,同

様のリスクを 期待に適用した,同様のリスクを持つキャッシュ.フローに対して 持つキャッシュ.フロ

ーに対して市場が要求する調整 市場が要求する調整

(出所) FASB[1997],p.

33.C.期待キャッシュ･フロー ･アプローチでは,

不確実性およびリスクを明示的に述べることが

必要である｡d.キャッシュ ･フローの時点が

不確実な場合,期待キャッシュ ･フロー ･ア

プローチでは,現在価値法を用いることが認

められている｡期待キャッシュ ･フロー ･ア

プローチにおいては,主観的な見積 りにさらに

確率を掛けることになるために,このことにたい

して批判的な論者 もいる｡ かかる批判にたい し

て,FASBは,確率の使用は期待キャッシ

ュ･フロー ･アプローチに固有のものではなく

伝統的アプローチにおいて も用い られてお り,

｢期待 キャッシュ･フロー ･アプローチでは 〔-〕想

定が明示される｣ (par.39)ので,か

えって ｢測定過程が理解しやすくなり,不適切な過程を見

極めるのに有益である｣(par.

39)と反論している｡2.5 公正価値と

実体特殊的価値キャッシュ･フロー情報にも

とづいた測定を実施するためには見積 りと想定

を用いなければならず,実体の見積 りおよび想

定は,資産または負債の公正価値に反映されているも

のとは異なっているかもしれない｡199

7年概念書公開草案は,実体の見積 りおよび想定にもとづいた キャッシュ･フローの測定を,｢実体特

殊的価値｣(par.40)と呼んでいる｡

現在価値測定に関して,公正価値と実

体特殊的価値との違いを示すと,図表 2のよう

になるとい う ｡会計測定において ｢公正価

値を 〔用いることを〕要請するか,それとも実

体特殊的価値を〔用いることを〕要請するかは,プロジ

ェクトに応 じて本審議会が見極める｣(

par.42)とされている｡3 原初測定と

新規再測定1997年概念書公開草案は,｢

観察可能な測定属性が使用できない場合,もし

くは測定目的が実体特殊的金額を明らかにする

ことである場合には,会計人はしばしばキャッシュ･フ

ロー情報に頼る｣(par.49)と述べて

いる｡ そのうえで,いかなる現在価値法を適

用するとしても,資産を測定するにあたっては,以下のような｢一般原則｣(generalprin

ciples)(par.50)があては

まるとされる｡a.公正な取引において現金で

資産または資産群を取得すべきか否かを決定

するにあたって考慮すべき,あらゆる将来

の事象および不確実性に関する想定を,見積
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である｡

b.見積キャッシュ･フローに内在する想定と

矛盾しない想定を,利子率は反映すべきであ

る｡

C.見積キャッシュ･フローおよび利子率は,

偏向や,問題の資産または資産群に無関係な

要因の影響を受けるべきではない｡

d.見積キャッシュ･フローや利子率は,最も

起こりそうな,最小のまたは最大の可能性の

ある単一の金額ではなく,幅をもったありう

べき結果を反映すべきである｡

以上の一般原則は負債にも適用されるという｡

しかし,1997年概念書公開草案は,｢負債の測

定には資産の測定とは異なる問題が生じる場合

がある｣(par.51)として,資産とは異なる以

下のような3つの測定目的をあげている｡すな

わち,(1)｢資産としての公正価値｣(負債は,

それを他の実体が資産として所有したいと思う

金額を表わす)(par.53),(2)｢決済時の公正価

値｣(負債は,実体がそれを負うために第3者

に支払わなければならない金額を表わす)

(par.54),(3)｢実体による決済時の価値｣(負

債は,実体が債務を決済するときに支払うと予

測する金額を表わす｡負債の実体特殊的測定と

もいう)(par.55)である｡

また,特有の貸倒れリスクについては,上記

(1)の場合には負債測定にこれを必ず反映しなけ

ればならないが,(2)および(3)の場合には負債測

定にこれを反映するべ きではないとしている

(pars.55-56)｡

4 現在価値法を用いた会計的配分計算 (利子

法)

以上のような現在価値法は,｢利子法として

知られる期間報告慣行において 〔すでに〕利用

されている｣(par.57)｡ すなわち,1997年概念

書公開草案によれば,｢ほとんどの会計人は割

引きまたは割増しの償却において利子法に慣れ

親しんでいる｣(par.57)のである｡かかる状

況をふまえて1997年概念書公開草案は,現在の

利子法が適用されている資産および負債は限ら

れているが,｢利子法はいかなる資産および負

7

債にも適用できる｣(par.57)と述べている｡

さらに,｢すべての配分システムと同様に,

利子法の適用の仕方によって利益や費用のパ

ターンは大きな影響を受ける｣(par.58)ため

に,利子法の適用にあたっては以下の項目につ

いて注意が必要であるという ｡

a.使用 され るキャッシュ･フロー (約定

キャッシュ･フローか,期待キャッシュ･フ

ローか,その他の見積キャッシュ･フロー

か)

b.利子率を選択するさいの慣習 (実効利子率

か,その他の利子率か)

C.どのように利子率が適用されるか (一定の

実効利子率か,年次利子率か)

d.見積キャッシュ･フローの金額と時点の変

化を調整するメカニズム

現行の利子法について,1997年概念書公開草

案は,｢期待キャッシュ･フローではなく約定

キャッシュ･フローにもとづいており,約定

キャッシュ･フローの現在価値と,資産および

負債の原初価額を等しくする一定の率を利子率

としている｣(par.59)として批判している｡

すなわち,利子法を完全に記述すれば,期待

キャッシュ･フローの利用と利子率の変更に加

えて,｢見積キャッシュ･フローの変化を調整

するメカニズムも利子率に含まれる｣(par.60)

のである｡ 見積キャッシュ･フローのかかる変

化を調整するメカニズムとして,1997年概念書

公開草案があげているのは,以下の3つである

(par.61)｡

a. ブロスペ クテイブ ･アプローチ (残存

キャッシュ･フローと帳簿価額にもとづいて

実効利子率を新たに計算する)

b.キャッチアップ･アプローチ (新規の見積

キャッシュ･フローを原初実効利子率で割引

いた現在価値に,帳簿価額を合わせる)

C･レトロスペクテイブ･アプローチ (新規の

見積キャッシュ･フローを新規の実効利子率

で割引いた現在価値に,帳簿価額を合わせる｡

新規の実効利子率は帳簿価額,その日までの

実際キャッシュ･フロー,残存見積キャッ
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シュ･フローによって計算される)

1997年概念書公 開草案 は,｢見積 キャッ

シュ･フローの変化を反映するのに一番良い方

法｣(par.62) としてキャッチアップ･アプ

ローチを推奨している｡

5 本公開草案におけるキャッシュ･フローお

よび利子率概念と他の会計測定におけるそ

れの比較

1997年概念書公開草案は,｢多くの会計プロ

ナウンスメントはただ 『適当な利子率』を特定

するだけでそれ以上の説明はほとんどもしくは

まったくおこなっていない｣(par.63)として,
先行プロナウンスメントを批判している｡ そし

て,適当な利子率を特定するために必要なのは,

(a)見積キャッシュ･フローの性質,(b)キャッ

シュ･フローの見積 りにおける想定,(C)測定

目的を理解することであるという (par.64)｡

はじめに比較されるのは ｢追加借入利子率｣

(incrementalborrowinginterestrate)である｡

これまでの会計プロナウンスメントにおける追

加借入利子率は,｢ある条件下｣(par.65)では,
1997年概念書公開草案における現在価値概念と

整合する｡ しかし,それ以外の条件下では,

｢追加借入利子率は負債測定に適さない｣

(par.66)し,また,｢資産測定にも適さない｣

(par.67)とされる｡

つづいて,資産収益率と1997年概念書公開草

案の利子率概念が比較される｡ 資産収益率は,

｢実体が投資資産から得られるであろうと期待

する期待利子率｣(par.68)であるので,これ

が ｢負債の測定に利用されると,〔本公開草案

における〕現在価値概念と当該資産収益率は整

合しない｣(par.68)として批判している｡ 同
様に,先行プロナウンスメントは,債務が有効

に決済される有効決済利子率を,特定の資産の

測定に適用しているが,1997年概念書公開草案

はこれにも否定的な考えを示 している (par.

71)｡

最後に,先行プロナウンスメントにおいては,

｢見積将来キャッシュ･フローに影響を与える

諸力は互いに相殺され,現在価値は必要なくな

第15号 (1998.4)

ると主張する｣(par.72)ものもある｡ これに

たいしては,1997年概念書公開草案は,｢貨幣

の時間価値,インフレーション,不確実性は互

いに影響し合うが,それらは (偶然を除いて)

互いに消し合うことはない｣(par.72)として
批判している｡

ⅠⅤ 諸提案と主たる論点の検討

1997年概念書公開草案の内容に関する前節で

の整理 ･要約をふまえつつ,本節では,同公開

草案で示された諸提案と主たる論点について若

干の理論的検討を加えていくことにしたいと思

う｡

(1)現在価値法の取り扱いからみた1997年概念書公
開草案の歴史的位置づけ

1997年概念書公開草案では,現在価値による

測定を実施するうえでのより具体的な指針が提

示されている｡ 具体的に特徴点をいくつかあげ

ると,たとえば,資産および負債を ｢将来の期

待キャッシュ･フローの集合体｣ととらえる用

役可能性説がとられており,その測定値として

当該キャッシュ･フローの現在価値が位置づけ

られている｡ さらに,不確実性およびリスクの

考慮に関しては,見積 りの幅を明らかにして

キャッシュ･フローの生起する確率による加重

によって期待値を求めるという期待キャッ

シュ･フロー法を用いることで対応している｡

このような点をふまえたうえで,この項では,

現在価値法がこれまで先行会計諸原則5)におい

てどのように論じられてきたかを検討すること

により,1997年概念書公開草案の歴史的位置づ

けを明らかにしていきたいと思う｡

1.FASB以前の先行会計諸原則における現

在価値にたいする考え方

現在価値法の実務-の適用は,FASB以前

5) 本稿では,必ずしも正確な用語法ではないが,指導原

理 的 文 書 (た とえ ば AAA [1957],Sprouseand

Moorutzl1962],AAA l1966L AICPA l1973],FASB

[1984],FASB[1985])を会計諸原則と呼び,実践規

範的文書 (たとえば APB意見書,SFAS)をプロナウ

ンスメントと呼んでいる｡
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の先行会計諸原則においても検討されてきた｡

AAA [1957]および SprouseandMoonitz

[1962]は定義指向の会計原則として特徴づけ

られる (藤井 [1997],第4章)が,ここでは資

産の本質を ｢用役可能性｣(servicepotentials)

概念によって基礎づけている｡ これらの会計原

則では,概念的には,｢〔当該資産から〕引き出
しうる用役のすべての流列の将来市場価格を確

率および利子要素によって現在価値に割引いた

金額｣(AAA [1957],p.539)として資産は測

定されると述べられているように,資産の本質

たる用役可能性の直接的測定6)が指向されてい

る｡これはまさに現在価値法の考え方であるが,

このような用役可能性の直接的測定は,定義と

の論理的整合性をもつ一方で,実際に実務で適

用することには大きな技術的困難性がある｡ そ

こで,定義と測定の分離が不可避となり,定義

については用役可能性説を堅持しながら,測定

については他の実際的方法を提案するという二

元的論理構成がとられ,結果として,現在価値

法の適用は見送られてきたのである｡

AAA [1966]および AICPA [1973]は,冒

的指向の会計原則として特徴づけられる (藤井

[1997],第 4章)が,意思決定有用性アプ

ローチの立場から,財務報告の目的を ｢経済的

意思決定をおこなううえで有用な情報を提供す

ること｣に求めている｡ ここでは,｢多元的評
価｣や ｢複数の評価基準の組合せ｣にもとづく

測定が提案されてお り,たとえば AICPA

[1973]においては,｢複数の評価基準｣の1つ

として現在価値があげられている｡ しかし,そ

こでは,この ｢複数の評価基準の組合せ｣につ

いてなんら規範的指針は示されていない｡この

ために,これらの会計原則は,測定問題を論ず

るための新しい理論的枠組みをごく大づかみに

6) ところで,AAA [1957]以前に,Canning[1929]は

これに類似 した考え方を述べている｡Canning[1929]

は,｢理想 的 には,すべ て を 『直接評価』 (dlreCt
valuations)することが好ましい｣(Canning[1929],p.

184)としながらも,現状でそれを実践することは不可

能だとして,結局は直接評価と間接評価の組合せによっ

ているのである｡
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提示したという意義を有するにすぎず,測定問

題の具体的な ｢解決｣についてはこれを,事実

上,将来の課題として先送りするものとなって

いるのである｡

2.FASBにおける現在価値法の考え方

SFACは,先行会計諸原則にみる以上 2つ

の流れをともに受継ぐかたちで設定された｡す

なわち,定義に関しては定義指向の会計原則の

流れを受けて用役可能性説をとり,測定問題に

関しては目的指向の会計原則の流れを受けて意

思決定有用性アプローチをとっているのである｡

FASB[1976b]では,｢資産価値の本質は,

その資産が変換されるであろう将来の現金受領

顔 (またはその等価額)の現在価値にある｣

(FASB[1976b],par.435)とされ,｢現在価値

は,もし実務上実行可能であれば,〔-〕理想

的なもの｣(FASB[1976b],par.435)との主

張を認めつつ,｢もしその資産を保有すること

および使用することから生 じる将来キャッ

シュ･フローが未知であるか,合理的に予測可

能でないか,あるいは他の要因に由来する

キャッシュ･フローと密接不離である場合には,

実行可能ではないと一般には考えられている｣

(FASB[1976b],par.436)とされ,やはりこ

こでも現在価値法にたいしてはその実行可能性

に強い疑問が表明されているのである｡

現行の概念フレームワークにおいては,｢一

般目的財務諸表は,良好なキャッシュ･フロー

を生み出す企業の能力という潜在的な各種情報

利用者の共通の関心に向けられている｣

(SFAC,No.1,par.30)と述べられているよう

に,FASBは,キャッシュ･フローの見込額

をあらかじめ予測するのに有用な情報の提供を

重視している｡ とくに,SFAC第6号におい

て,資産は ｢将来の経済的便益｣(SFAC,No.

6,par.25)と定義され,さらに,本質的な特

徴として ｢将来の正味キャッシュ･インフロー

に貢献する能力を有する｣ことが指摘され,そ

れを受けてSFAC第5号では測定に関して,

現行会計実務において用いられている資産およ

び負債の5つの測定属性のうちの1つとして,
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将来のキャッシュ ･フローの現在 (または割

引)価値があげられている7)｡しかし,この5

つの測定属性は現状追認的に列挙されており,

その利用に関する規範的指針は一切示されてい

ないのである｡

これと比較すれば1997年概念書公開草案は

｢キャッシュ･フローに注目する点において,

これまでの論理の展開に整合的である｣(井上

[1997],127ページ)といわれるように,たし

かに理論的にはすっきりとしたかたちになって

いる｡ また,FASBが掲げる資産負債 アプ

ローチ8)にも適合 している｡ しかし,これまで

の先行会計諸原則においても理想的であること

は認められながら実行可能性の点で適用困難と

されてきた現在価値法の使用を,なぜここでこ

のようなかたちで提唱するのであろうか｡

デリバティブ取引など近年の新しい経済取引

の発達にともなって,従来適用されてきた評価

基準では価格づけが困難なあるいは不適切な取

引が生じ,現在価値法の適用範囲が広がってき

たという背景は確かにあるだろう｡ しかし,

1997年概念書公開草案で示されているのは,

｢見積将来キャッシュ･フローの現在価値にも

とづく測定は,これらのキャッシュ･フローの

割引きをおこなわない合計額にもとづく測定よ

りも,ほとんどの目的にとって適合的な情報を

提供するだろう｣(par.15) という積極的理由

にもとづくものである｡ とはいえ,そのメリッ

トの一方で,従来解決されてこなかった問題を

同公開草案も依然として引きずっている可能性

がある｡ この間題についての検討は次項に譲る

が,1997年概念書公開草案は,少なくとも理論

レベルにおいては,近年の新しい経済取引の測

定問題にたいして 1つの規範的指針を与えるも

のとなっていることだけは間違いないといって

よいであろう｡

7) FASBの概念フレームワークの影響を強く受けてい

るIASCのフレームワークも基本的に同様であり,4

つの測定属性のうちの1つとして現在価値があげられて

いる｡

8) ｢資産負債アプローチ｣という訳語については,藤井

[1997],53-55ページを参照されたい｡

第15号 (1998.4)

(2)現在価値法の本質とキャッシュ･フロー概念の

横討

1.現在価値法の本質

GambleandCramer[1992]9)によると,｢割
引計算をおこなう理由は,異なる時点において

授受された対価の様々な金額を表わすのに用い

られている個々の貨幣単位が,いかなる貸借対

照表日においても同等の現在価値額を表現する

ようにするためである｣(GambleandCramer

[1992],p.33)という｡ すなわち現在価値法は,

｢時間の影響を,会計情報を表現するにあたっ

て用いられる貨幣単位の価値を決定する要因の

1つであるとみな している｣(Gambleand
Cramer[1992],p.33)のである10)｡

とりわけ,貨幣項目に関しては,時間が経過

しても契約等でキャッシュ･フローが確定して

いるので,｢割引計算 は容易｣(Gambleand
Cramer[1992],p.33)であり,｢貨幣項目の割

引計算は原価主義に矛盾するものではない｣

(GambleandCramer[1992],p.34)とみなさ

れている｡

ところが,非貨幣項目の現在価値は,｢実体
がコントロールしえない多くの変数に大きく依

存 している｣(GambleandCramer[1992],p.

34)ので,割引計算をおこなうさいに考慮され

る要因に関して,不確実性が極めて高い｡した

がって ｢割引きをおこなった結果は,貨幣項目

の評価の方が 〔非貨幣項目の評価よりも〕正

確｣(GambleandCramer[1992],p.34)なも

のとなるのである｡

現在価値法を用いるさいの貨幣資産と非貨幣

資産とのこのような確実性の違いが,先行会計

諸原則において資産二元説がとられる主たる理

論的背景をなしていたのである｡ところが,か

かる違いにもかかわらず,1997年概念書公開草

9) GambleandCramer[1992]は,FASB [1990]にも

とづく数少ない理論研究の1つであり,非貨幣固定資産

-の現在価値法の適用可能性について検討したものであ

る｡

10) これは,貨幣の時間価値一定の仮定に反するものであ

る｡財務会計における貨幣の時間価値一定の仮定の意義

については,高寺 [1995],15-24ページを参照されたい｡
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案では,見積将来キャッシュ･フローの現在価

値による評価を,｢財務諸表上で認識されるす

べての資産に拡張する｣(par.13)ことが提案

されている｡ しか も,｢将来キャッシュ･フ

ローの金額または時点,あるいはその両方が不

確実な場合に現在価値を利用する｣(par.9)こ

とが検討されているのである｡ その手段として

1997年概念書公開草案では,金額の不確実性に

ついてはキャッシュ･フローを見積るさいに不

確実性およびリスクを反映させることが提案さ

れ,時点決定の不確実性については期待キャッ

シュ･フローという概念が検討されている｡ 以

下では,それぞれの論点について,検討を加え

ていくことにする｡

2.1997年概念書公開草案におけるキャッ
シュ･フロー概念

1997年概念書公開草案において用いられてい

るキャッシュ･フロー概念についてとくに注目

されるのは,期待キャッシュ･フローという概

念が提案されている点である11)｡当該概念のも

とでは,キャッシュ･フローの時点が確定して

いない場合,ありうべき時点における金額にそ

れぞれの確率を掛け合わせてキャッシュ･フ

ローの期待値が算定されることになる｡ 従来,

単一の見積キャッシュ･フローおよび単一の利

子率が用いられてきたのにたいし,期待キャッ

シュ･フローを用いることによって,いつの時

点のキャッシュ･フローなのか確定していない

不確実性を会計測定に反映することができると

いう (pars.33-39)｡ さらにFASBは,貸付け

の例における利子率を例にあげて従来から確率

が用いられていることを指摘し,期待キャッ

シュ･フローを用いることによって,当該確率

ll) いうまでもなく,1997年概念書公開草案における
キャッシュ･フロー概念は,将来におけるキャッシュ･
フローに注目したものである｡付言しておくならば,こ
れは,しばしば会計の領域において,とくに近年盛んに
議論されている資金計算書の関連で用いられている
キャッシュ･フロー概念と異質なものである｡すなわち,
それは,｢資金計算書は一定期間における企業の資金の
調達源泉と使途を表示する｣(鎌田編 [1991],95ペー
ジ)ものであるため,過去のキャッシュ･フローに注目
したものとなっているのである｡

ll

の根底にある想定が明らかになる (par.39)と

して,期待値の使用を肯定的に捉えている｡

周知のように,将来キャッシュ･フローの現

在価値は,X/(1+i)nという式によって算出
される (par.73)｡これは,利子率 iで割引い

た n年後の X ドルを示している｡ ここで看過

しえないのは,測定値の ｢硬度｣(hardness)

(Ijiri[1975],pp.35-40)の問題である｡ まず

キャッシュ･フロー ズであるが,これは見積

りであるかぎり確定的なものではない12)｡また,

1997年概念書公開草案で示された3つの数値例

(pars.23-28)から推測するかぎり,利子率 才

における不確実性およびリスクの調整はあくま

でも主観的なものにとどまっており13),した

がって,かかる調整を経て決定される利子率も

当然その影響を受けざるをえない｡また1997年

概念書公開草案においては,期待キャッシュ･

フローを算出するさいに用いられる確率は,覗

在価値計算における他のどのような要素とも見

積りの正確性 ･慎重性の点で大差ないとされて

いる｡ しかし,期待キャッシュ･フローの算定

には各時点ごとの確率にもとづく期待値が用い

られることになるため,時点が確定している

キャッシュ･フローと比べると,nまでの時点

の幅をもった期待キャッシュ･フローに確定性

が欠けることは否めない｡期待キャッシュ･フ

ローによる測定がおこなわれる領域が増大すれ

ばするほど,測定者の主観が利益数値におよぼ

す影響はそれだけ増大していくことになるので

ある｡

これまで現在価値法は金銭債権債務や年金資

産負債などのごく一部の項目に限定して用いら

れてきた技法であった｡ところが,1997年概念

12) ただし,契約などで確定している場合を除く｡かかる
場合には,キャッシュ･フローの額ではなく,時点が問
題となる｡
13) 3つの例において,不確実性の調整に関しては｢貸倒
れを予測する｣や｢平均して｣という表現が取られてお
り,その根拠は十分であるとはいいがたい｡かりに,当
該調整が産業平均などの経験的に裏づけされたものであ
るとしても,それは暫定的なものであることには変わり
はないであろう｡さらにリスクの調整にいたっては,そ
の数値の根拠は何ら明示的には示されてはいない｡
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書公開草案は,現在価値法を資産および負債の

測定一般に拡張することを提案しているのであ

る｡ そうした提案が実務にそのまま適用される

ならば,会計数値の硬度は大きく後退し,その

結果,｢『遠くから見て丸ければそれでよし』と
するがごとき,情報優位の会計｣(安藤 [1989],

168ページ)が実務界を席捲することになるで

あろう｡

3.意思決定有用性アプローチにもとづく測

定問題の新たな展開と ｢会計の空洞化｣

1997年概念書公開草案において現在価値法を

あらゆる資産および負債に適用することを提唱

する根拠として,現在価値法を用いた情報の方

が,現在価値法を用いない情報よりも有用であ

るということがあげられている｡ しかし現在価

値法を用いた情報を,脚注でではなく,貸借対

照表本体で開示することが,はたして現行のも

のよりも有用なものになるかどうかはかならず

Lも自明ではない｡この点に関しては,かかる

有用性に関する実証研究を待つほかないであろ

う ｡

前述 したような会計数値の硬度の後退は,

1997年概念書公開草案においてはまったく問題

にされていない｡これは,会計の機能として,

投資家の意思決定にたいする事前情報の提供が

重視されていることの必然的な結果といってよ

いであろう｡ 換言すれば,将来キャッシュ･フ

ローの現在価値の肯定的検討は,SFACの形

成を支える基礎的会計理論としての意思決定有

用性アプローチが,会計の測定レベルにまで規

範的な影響をおよぼしつつあることの証左とい

えるであろう｡

SFAC第 5号においては,測定問題が属性

の選択問題として議論される一方で,選択され

るべき属性として5種類の属性が,何ら規範的

な議論を経ることなく羅列的に提示されていた｡

しかし1997年概念書公開草案では,｢〔SFAC

第5号における〕測定属性についての規定は,

いつどのように会計測定において現在価値を用

いるのかを決定するさいには不適切である｣

(par.4)として,新たに会計測定において将来

キャッシュ･フローの現在価値を用いることを

提案している｡ このことは,これまで FASB

が資産および負債を将来キャッシュ･フロー

(すなわち用役可能性)を基礎に定義し,貸借

対照表によって企業の将来キャッシュ･フロー

の予測価値をもつ会計情報を開示しようとして

いることと,キャッシュ･フローに注目する点

で整合的であるといえる (井上 [1997],127

ページ)｡

しかし,一方で,将来キャッシュ･フローの

現在価値を含む会計情報が,企業成果分配の基

準となる事後の業績測定値の情報を提供すると

いう機能を果たしうるのかどうかは自明ではな

い｡情報優位の会計を独 り歩きさせることに

よって,｢会計の空洞化｣(安藤 [1989],163-
174ページ)がますます進行するであろう｡ た

しかに,情報提供という観点からは,会計情報

の利用者の意思決定にとって有用ならば,不確

実な将来キャッシュ･フローを認識 ･測定する

ことも必要であるという議論は,それなりの説

得力をもつ ｡ 以上のような方向性をもつ会計の

空洞化が今後このまま進行していくとすれば,

伝統的な利害調整会計にとって ｢最後の砦｣

(安藤 [1989],172ページ)であった取得原価

主義が陥落する日も,そう遠くないのかもしれ

ない｡

(3)先行プロナウンスメントにみるキャッシュ･

フロー情報の利用と有用性

1.1997年概念書公開草案における問題提起

1997年概念書公開草案は,会計測定において,

見積将来キャッシュ･フローをある利子率で割

引いた現在価値を用いることを提案している｡

現在価値法は,これまでの先行プロナウンスメ

ントにおいて限られた範囲で個別に適用されて

きたが,1997年概念書公開草案においては基本

的に ｢財務諸表で認識されるすべての資産に適

用できる｣(par.13)とされていることから,

同公開草案は測定問題についての一般的な指針

を提示するものとして理解できる｡

また,1997年概念書公開草案では,現在価値
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法は,期待キャッシュ ･フローを使用すること

によって,割引きをおこなわない測定に比べて

目的適合性 と信頼性のいずれをも滴足させる測

定方法であると主張されている (par.31)｡ 目

的適合性と信頼性を同時に満たす情報は限られ

ているために,情報を伝達するさいには,目的

適合性と信頼性のうち一方を優先すれば他方が

犠牲にされるというトレー ド･オフ関係が,一

般 に生 じることにな る (SFACNo.2,pars.

42-45)｡ところが,目的適合性 と信頼性のいず

れがより重要な会計情報の特徴であるかという

問題については,FASBは永 らくその見解を

明らかにしてこなかった14)｡1997年概念書公開

草案は,期待キャッシュ ･フロー情報の利用に

よって目的適合性 と信頼性の両立をはかろうと

したものであり,その歴史的意味は大きいとい

えるであろう｡ しかし,同公開草案における提

案には,その実行可能性において重要な問題が

生 じることを見過ごしてはならない｡

2.先行プロナウンスメントにおける現在価

値法の利用 とその理論的含意

1997年概念書公開草案は,現在価値法はすで

に,｢利子法 として知られる期間報告慣行にお
いて利用されている｣(par.57)と述べたうえ

で,その先行事例 として,企業合同 (APB意

見書第16号),債権債務の利息 (APB意見書第

21号),負債の償却 (APB意見書第26号),

リース (FASB基準書第13,22,28,91号),

保険債務 (FASB基準書第60,97号),企業年

金等 (FASB基準書第87,106号),債権の減

損 (FASB基準書 第114,121号),金融資産

(FASB基 準 書 第 125号) を列挙 して い る

(AppendixB)｡ 以上の先行プロナウンスメン

トの うち,利子法 の理論的含意 を ｢概説｣

14) FASBの歴史以前にも,たとえばAAA [1966]にお
いては,目的適合性と検証可能性のトレ-ドオフが強調
されており,このトレードオフ関係を解消する具体的試
みとして ｢多元的評価報告書｣(multi-valuedreport)
の導入が提唱されていた (AAA [1966],pp.30-31)0
そこでは情報の意思決定有用性に会計規制上の最高の規
範的価値がおかれるために,有用な情報を提供するとい
う目的に適合的ならば検証可能性を犠牲する傾向を強く
もつかたちで結論づけられている｡

13

(par.57)したものとして,1997年概念書公開

草案は,APB意見書第21号 『債権債務の利息』

(以下 ｢APB意見書｣と記す)に言及 している｡

APB意見書によると,｢証券の額面価額は,

交換において受け取られたあるいは支払われた

金額の現在価値を適切に表わさない｣(APB
[1971],par･1)ことがあるとされる｡ そして,

｢そのような場合に証券が現在価値で計上され

ないと,取引の発生した期間における売 り手の

売却価格および利益ならびに買い手の買取 り価

格およびコス トが間違って表わされることにな

り, したがってその後の期間における受取利息

と支払利息も間違って表わされることになる｣

(APB[1971],par.1)とい う問題が生 じる｡

このような観点から,APB意見書においては,

当該意見書の適用範囲となっている債権債務の

額面金額と手取額 (または現在価値)との差額

を割増 しもしくは割引きとみなし,当該各証券

の満期 日までの期間にわたって償却する利子法

の導 入 が検 討 され てい るので あ る (APB

[1971],pars.6and15)｡

APB意見書における現在価値法の特徴は,

以下の2点に要約されると考えられる｡まず第

1に,適用範囲が金銭債権債務に限定されてい

ることである15)｡1997年概念書公開草案が現在

価値法を適用 した先行プロナウンスメントとし

てあげているその他の会計基準等でも,現在価

値法の適用範囲は基本的にすべて,貨幣項目に

限定されていることに注意しておく必要がある｡

APB意見書における現在価値法の第 2の特

徴は,原価主義の枠に納まるようなかたちで現

在価値の利用が論 じられていることである｡金

銭債権債務は,満期のさいに支払われる総額が

契約で確定されているばか りでなく,利息が定

期的に支払われることも約定されている｡ かか

る性質をもつ金銭債権債務の取引においては,

受領 した資産および発生した負債の実際の取引

15) APB意見書の適用範囲は,｢決められた期日に現金を
受取る契約的権利または現金を支払う契約的義務｣
(APB[1971],par･2)であり,例として担保付証券,
無担保証券,社債,無担保社債,抵当証券,設備信託手
形などがあげられている｡
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価格は,契約で確定された満期時点の総額と同

一の金額ではない｡アメリカにおける原価主義

理論の最高峰 といえる PatonandLittleton

[1940]においても,｢かかる取引価額は満期額

と偶然に一致することはありえても,決して同

一 な もので は な い｣(PatonandLittleton
[1940],p.38)とされている｡したがって,上

記のような性質をもつ金銭債権債務の取引にお

いては現在価値こそが取引価格であり,それは

まさに ｢取引価額の同義語に他ならない｣

(PatonandLittleton[1940],p.25)のである｡

1997年概念書公開草案は,それが主張する現

在価値法の先行事例の1つとしてこのAPB意

見書を取り上げているが,APB意見書におい

て想定されている現在価値法の適用範囲と1997

年概念書公開草案において想定されている現在

価値法の適用範囲が相違しているだけでなく,

両者が前提としている想定自体も大きく異なっ

ていることに注意しなければならない｡

3.1997年概念書公開草案とAPB意見書と

の比較

すでに現在価値法を利用している代表的事例

として,1997年概念書公開草案はAPB意見書

に言及していたのであるが,それは果たして是

認しうる論証手続きだったのであろうか｡前述

したように,APB意見書と1997年概念書公開

草案とでは前提としている想定自体が異なり,

そもそも論理の次元が違っている点に注目しな

ければならない｡すなわち,APB意見書にお

ける現在価値と,1997年概念書公開草案におけ

る現在価値とでは,その概念自体が大きく異

なっているのである｡

APB意見書における現在価値とは,｢適当な
利子率で現在まで割引いた将来支払総額｣

(APB [1971],par.1,footnote1)である｡し

かし,ここでいう ｢将来支払総額｣(sumofthe

futurepayments)は,APB意見書の適用範囲

が金銭債権債務に限られていたため,その金額

はすでに契約で確定されているものであった｡

したがって,かかる性質をもつ金銭債権債務は

｢現在換算価値｣(PatonandLittleton[1940],

第15号 (1998.4)

p.38)を表わすにしても,その金額は ｢取引

価額｣と ｢同義｣となるのである｡ すなわち,

そのかぎりで APB意見書における現在価値法

は伝統的原価主義に整合的に包摂されうるもの

なのである｡ それは,APB意見書みずからが

｢新しい会計原則を創造するものではない｣

(APB[1971],par.1)と述べていることから

も明らかであろう｡

他方,1997年概念書公開草案における現在価

値とは,｢見積キャッシュ･フローの発生日か

ら現在までの期間についてある利子率で割引か

れた見積将来キャッシュ･インフローとキャッ

シュ･アウトフローの現在測定値｣(Appendix

A)である｡ さらに,そこで推奨される見積将
来キャッシュ･フローは,｢ありうべき見積金

額の範囲の 『確率加重平均』 (probability-

weighteraverage)｣(par.73) で あ る期待

キャッシュ･フローなのである｡ さらに1997年

概念書公開草案は,期待キャッシュ･フロー概

念の使用によって,これまで適用範囲が制限さ

れていた現在価値法の一般的適用が可能になる

と考えている (par.31)｡そして,かかる観点

から,金額の確定した約定キャッシュ･フロー

を用いる従来の現在価値法を批判しているので

ある (pars.33,34and59)｡

以上の検討をふまえたうえで,APB意見書

と1997年概念書公開草案をあらためて比較して

みると,1997年概念書公開草案が,その提案の

実行可能性を補強するための先行事例として

APB意見書をあげていることには,論理的飛

躍があるといわざるをえないのである｡ われわ

れはこの点に留意したうえで1997年概念書公開

草案の提起を受け止める必要があろう｡

Ⅴ む す び

以上によって,1997年概念書公開草案の内容

を整理 ･要約するとともに,同公開草案で示さ

れた諸提案と主たる論点について若干の理論的

検討を加えるという本稿の目的は,おおむね達

成されたものと思われる｡

FASBが概念フレームワーク･プロジェク
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トに着手したのは1974年である｡それは,今か

らおよそ四半世紀前のことである｡ 概念フレー

ムワーク･プロジェク トの最終成果である

SFAC第6号が設定されてからでさえ,すで

に10数年が経過している｡

その間,FASBの会計基準設定活動をとり

まく諸環境は,国内的にも国際的にも大きな様

変わりをみせてきた｡とりわけ注目されるのは,

｢金融の証券化｣(蝋山 [1989],第1章)の急

速な進展であり,それにともなう会計のグロー

バル化と情報化である｡ こうした諸環境の変化

は,概念フレームワーク･プロジェクト開始当

時のFASB関係者が必ずしも想定していな

かったものであろう｡ しかも,その変化は,今

日の会計規制のあり方を根底から問い直すほど

の規模で生起 ･展開している16)｡ とすれば,こ

うした諸環境の変化を会計上の ｢憲法｣に反映

させるべく,既存の概念フレームワークに新た

な要素と方向性を付加 しようとする気運が

FASB関係者の間に芽生えたとしても,それ

は何ら驚くに値しない｡むしろ,それは,当然

の成り行きであったというべきであろう｡

概念フレームワーク･プロジェクトの再開を

意味する1997年概念書公開草案の公表は,基本

的には,以上のような歴史的文脈において位置

づけられるべきものであろう｡

概念フレームワークのありうべき今後の展開

方向を見通すうえで看過されてならないのは,

1997年概念書公開草案が,概念フレームワーク

の ｢アキレス腔｣(津守 [1990],59ページ)と
された測定問題を主要テーマとしていることで

ある｡ しかも,同公開草案が提案しているのは,

先行会計諸原則が理論的観点からあるべき測定

法として言及しながらも,実務的困難性を理由

に部分的かつ妥協的なかたちでしかその導入を

提唱できなかった割引現在価値法の,会計測定

における一般化である｡ かかる提案を主内容と

16) ｢金融の証券化｣を代表する現象の1つはデリバティ

ブ取引の急速な発展であるが,米銀の1997年12月末の取

引残高は,アメリカの GDPの3倍強にあたる25兆 ドル

余にのぼるとされている｡『日本経済新聞』1998年6月
3日付朝刊｡

15

する1997年概念書公開草案が正式概念書として

成立すれば,概念フレームワークは測定問題に

ついて独自の規範的指針をもつことになり,そ

の ｢アキレス艦｣は基本的に解消されることに

なる｡しかし,それは同時に,利害調整会計の

空洞化をともなう会計の情報化が,かつてない

広がりと深さをもって進行していくことを予告

するものとなる｡

測定レベルでの会計の情報化を提案した1997

年概念書公開草案がこのまま正式概念書として

成立することになるのか,あるいはそれとも,

先行会計諸原則の設定過程で観察されたように,

実務の論理がそうした会計の情報化の流れを押

しとどめることになるのか,今後の事態の推移

が注目されるところである｡

本稿は,共著者4名による共同研究の成果の1部

を,藤井の責任においてとりまとめたものである｡

研究の成果は共著者4名がこれを等しく共有するが,

あ りうべき誤謬は,最終原稿のとりまとめをおこ

なった藤井個人の責に帰するものである｡
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